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第四 から 録まで

 
 

の と 処

 
 

行意匠 査 
 

特許や意匠、商標は属地主義であるので、日本など外国で権利を取得して

も、台湾で実施する場合は、外国で取得した権利により保護することができ

ないため、台湾でも特許や意匠、商標などの出願が必要である。意匠登録出願

について言えば、出願前に出願される意匠と同一または類似のデザインがあ

るか否かを調査して確認することが考えられる。 
 
台湾で登録されている意匠権の調査をする場合は、台湾の知的財産局が運

営している「中華民國專利資訊檢索系統」（日本語訳：「中華民国専利情報検索

システム」）のウェブページを利用して調査することができる。当該ウェブペ

ージは、日本の「特許情報プラットフォーム」と同様に、何人でも無料で利用

することが可能である。下記の「中華民國專利資訊檢索系統」のホームページ

における「專利檢索」から「簡易檢索」や「布林檢索」（日本語訳：「ブーリア

ン検索」）などの検索モードを選択できる。なお、当該検索システムは、右上

にある「English」を選択すれば、書誌事項に関して英語で調査も可能である。 
 
例えば、「文房具」に関連する登録意匠を調査する場合、キーワードとして

台湾の用語である「文具」をテキストボックスに入力するとともに、右側にあ

るプルダウンメニューから「專利名稱」を選択し、さらに、下方にある、書誌

事項及び代表図に対応するチェックボックスに表示させたい項目にチェック

を入れて指定し、そして、画面の中央にある「查詢」（日本語訳：「調査」）の

ボタンをクリックすれば、下記の図のように、意匠の名称に「文房具」を含む

登録意匠の指定された書誌情報及びその代表図が一覧表示される。これによ

り、自社が出願または実施したい文房具に関し、過去に台湾で同一または類

似の意匠が意匠権として登録されているか否かを確認することができる。な

お、ロカルノ分類を入力することによる調査も可能である。 
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名 具 と ワ 表示  

 
また、台湾では、意匠権の存続期間は出願日から起算して 12 年をもって満

了となるので、先の検索画面で「申請日」（日本語訳：「出願日」）に現時点か

ら 12 年前の日付を入力して一覧表示される意匠権を存続期間内のものに限

定して「查詢」のボタンをクリックすれば、意匠権の存続可能期間内の意匠権

のみが一覧表示される。或いは、画面の上方の部分にある「案件状態」の「核

准」（日本語訳：「登録」）と「撤銷」（日本語訳：「取消し」）と「消滅」の三つ

の状態に対応するチェックボックスのうち、「撤銷」と「消滅」についてチェ

ックを外して「查詢」のボタンをクリックすれば、現在有効の意匠権のみが一

覧表示される。これにより、自社が出願または実施したい文房具に関し、現

在、台湾で同一または類似の意匠の意匠権が存在しているか否かを確認する

ことができる。 
 
また、意匠登録出願段階での審査経過（包袋）については、台湾の知的財

産局が運営している「專利公開資訊查詢」（日本語訳：「専利公開情報検索」）

のウェブページを利用して調査することができる。当該ウェブページは、無

料で審査経過（包袋）の電子ファイルをダウンロードすることができる。 
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公開 ジ 
https://tiponet.tipo.gov.tw/S090/UC090-C06/InquiryPatentCaseCensorInfo.do 
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1. 出願 

 

専利法の規定に基づき、意匠登録出願は願書、明細書及び図面の全て

が提出された日を出願日とする。 

 

一方、出願時に中国語（繁体字）の明細書及び図面を提出できない場

合は、ひとまず外国語書面をもって出願し、定められた期間（4 ヶ月間、

2 ヶ月の延長可能）に中国語訳を補完すれば、外国語書面を提出した日

が出願日となる。 

 

意匠登録出願時に必要な書類及び資料は以下のとおりである。 

 

（1）願書 

 

意匠登録出願の願書には、以下の事項を明記しなければなら

ない。 

 

 意匠の名称 

 意匠の種類（全体、部分、画像、関連又は組物意匠） 

 関連意匠登録出願の場合は、本意匠の登録出願番号 

 創作者の氏名、国籍 

出願時には、創作者名の繁体字中国語表記を申告しな

ければならならないが、不明な場合は、ひとまず仮の繁

体の中国語表記で出願し、その後、訂正を請求すること

ができる。 

 出願人の氏名又は名称、国籍、住居所又は営業所 

願書には、出願人の氏名又は名称、住所などを繁体字

で表記しなければならない。代表者がいる場合は、その

氏名も明記しなければならない。 

中国語の社名については、出願手続上の便宜を図るた

め付けられるもので、意匠登録によって、その社名等の

中国語表記の社名等により権利が影響を受けることは

ない。また、会社名の登録がなくても、権利に影響を与

えることはない。ただし、同一の出願人又は権利者であ
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また、代表図として、斜視図、又は意匠を最もよく表すことが

できる図面を指定しなければならない。その他の補助図面（例え

ば、使用状態図、透明な部分を示す図、各部の名称を示す参考図

など）を提出することも可能である。図面作成の詳細な注意事項

については、「第四節 明細書と図面の作成及び出願後の補正と

訂正」をご参照いただきたい。。 

 

（4）委任状 

 

台湾に住所又は営業所がない者が意匠登録を出願する場合は、

代理人に委任しなければならない。委任状に所定の書式はなく、

日本語、英語いずれも認められるが、その中国語訳を併せて提出

しなければならない。 

 

現行の知的財産局実務では、既に提出した包括委任状は、同一

出願人のすべての出願に援用することができる。個別委任状をも

って出願することも可能であるが、１出願ごとに提出しなければ

ならない。委任状の公証、認証は不要である。(添付資料一及び

添付資料二の包括委任状、個別委任状のフォームを参照) 

 

また、委任状等の書類は、写しでの提出が可能である。出願人

が「（委任状等の）電子データは原本と同一である」と申し立て

れば、記名捺印した委任状を PDF 化したものを知的財産局に提

出することができる。 

委任状の知的財産局提出期限は、出願日から 4 ヶ月である。こ

の補完期限は、必要であれば、更に最長 2 ヶ月間の延長を請求す

ることができる。 

 

（5）優先権証明書 

 

出願時に優先権を主張する場合は、優先権証明書を基礎出願の

出願日(基礎出願が複数ある場合は最初の優先日)から 10 ヶ月以

内に提出しなければならず、期間を延長することはできない。 
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また、委任状等の書類は、写しでの提出が可能である。出願人

が「優先権証明書の電子データは、原本又は正本と同一である」

と申し立てれば、優先権証明書の原本をスキャンした PDF ファ

イルを知的財産局に提出することができる。 

 

（6）グレースピリオド主張及び必要書類 

 

詳細は、「第三節 意匠の優先権とグレースピリオドの主張」

を参照のこと。 

 

2. 方式審査 

 

知的財産局は、出願書類及び手続が形式的及び手続的な要件を満たし

ているかについて方式審査を行う。出願書類又は手続に不備があった場

合は、4 ヶ月の期間を定めて、出願人又は代理人に補正するよう通知す

る。この補正期間は 2 ヶ月間の延長を請求できる。 

 

補正期限を経過しても補正されなかった場合、知的財産局は出願を受

理しない。 

 

3. 実体審査 

 

方式審査で不備がなかった出願に対して、審査官は、第三章の「第二

節 どのような意匠が登録出願できるか」及び「第三節 意匠登録を受

けるための要件」において説明した要件を含み、専利法で定められる拒

絶理由の有無について審査を行い、次のいずれかに該当する場合は、期

間を定めて、意見書又は補正書を提出するよう出願人又は代理人に通知

する。 

 

全 類 について  

 

 保護対象ではないものを意匠登録出願した。 

 意匠が視覚に訴える形状、模様、色彩又はこれらの結合ではない。 
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 意匠説明書に、意匠に関わる物品の名称、意匠の説明、図面の説

明及び図面が記載されていない、又は意匠説明書及び図面におけ

る開示が明確かつ十分でないことにより、当業者がその内容を理

解できず、それに基づいて実施することもできない。 

 外国語出願において、中国語翻訳文及びその翻訳文の誤訳の訂正

が出願時の外国語書面に開示されている範囲を超えている。 

 出願時の意匠説明書又は図面に開示されている範囲を超える補

正がされた。 

 分割後の出願が原出願時の意匠説明書又は図面に開示されてい

る範囲を超えている。 

 特許出願又は実用新案登録出願から意匠登録出願に変更された

出願が原出願時の明細書、請求の範囲又は図面に開示されている

範囲を超えている。 

 新規性、進歩性又は産業上の利用可能性を備えていない。 

 登録出願に係る意匠と、その出願より先に出願され、その後初め

て公告された意匠登録出願の意匠説明書又は図面の内容とが同

一又は類似である。 

 同一又は類似の意匠について 2 以上の意匠登録出願がある場合、

後から出願されたもの、又は出願日、優先日が同日の出願の間で

協議が成立しなかった。 

 1 出願で複数の意匠を請求した(単一性要件違反) 

 

に  

 

 関連意匠の出願日が原意匠の出願日より早い。 

 関連意匠の出願を原意匠登録の公告後に行った。 

 原意匠と類似せず、他の関連意匠とのみ類似する意匠を関連意

匠として出願した。 

 出願変更後の意匠又は関連意匠が原出願の意匠説明書又は図面

に開示されている範囲を超えている。 

 

 

 

 組物意匠に係る 2 以上の物品が同一の類別に属しない、又は慣
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習上、組物として販売又は使用しなかった 

 

前記一定の期間について、出願人が在外者ではない（台湾出願人）場

合、意見書及び補正書の提出期間は 2 ヶ月間（さらに最大 2 ヶ月間の延

長が可能）である。出願人が在外者（外国出願人）の場合、意見書およ

び補正書の提出期間は 3 ヶ月間（最大 3 ヶ月間の延長が可能）である。 

 

4. 査定 

 

審査（初審査又は再審査）を行った場合、審査官は査定書を作成しな

ければならない。意匠登録を受けることができない事由が発見されず、

又は出願人の応答により全ての拒絶理由が解消され、かつ、他の拒絶理

由がない場合は、登録査定される。 

 

審査意見通知書に対して意見書の提出又は補正を行っても、拒絶理由

の全てを解消することができなかった場合は、拒絶査定される。 

 

5. 再審査 

 

再審査の制度は台湾の独特の審査制度であり、実体審査を再度行うこ

とである。初回の審査で受けた拒絶の査定に不服がある場合、査定書送

達の日から 2 ヶ月以内に再審査請求書及び再審査理由書をもって再審査

を請求することができる。再審査の段階でも同様に知的財産局の審査官

が担当して再度審査する。通常はよりシニアの審査官が担当する。 

 

出願人がとりあえず再審査理由書を提出せず、再審査請求書でのみ再

審査を請求した場合は、4 ヶ月以内に再審査理由書を補完するよう通知

される。指定期間内に補完できない場合も、期限の前に期間延長請求の

理由を提出すれば、原則 2 ヶ月間の猶予が与えられる。猶予期間が過ぎ

ても補完しなかった場合、再審査請求は受理されないが、不受理処分の

送達前に適法に補完された場合は、受理される。 

 

再審査請求があった場合、知的財産局は原審査に参与しなかった審査

官を指定して審査に当たらせる。審査官は拒絶理由の有無について再審
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査を行い、拒絶理由があると認める場合は、出願人に意見書、補正書を

提出するよう通知する。それでも拒絶理由が解消されなかった場合は、

再審査拒絶査定を行う。 

 

6. 公告、意匠登録証の交付 

 

許可査定を受けた意匠で、査定書送達後 3 ヶ月以内に証書料及び 1 年

目の年金が納付されたものは、公告と同時に登録証が交付される。期間

を経過しても納付しなかった場合は、公告されず、その意匠権は最初か

ら存在しなかったものとされる。意匠権は公告の日から発生する。査定

後の登録手続の詳細については、「第八節 登録手続」及び「第十節 意

匠権取得後どのように権利を維持するか」を参照のこと。 

 

 

7. 訴願及び行政訴訟 

 

再審査を請求しても拒絶査定され、拒絶査定に不服がある場合、査定

書の送達から 30 日以内に、訴願法に基づいて、知的財産局の上級機関で

ある経済部訴願審議委員会に訴願を提起することができる。一般的に、

訴願の審理は 4～6 ヶ月を要する。 

 

さらに、訴願決定を不服とする場合は、訴願決定書送達の翌日から 2

ヶ月以内に知的財産裁判所に行政訴訟を提起することができる。一般的

に、行政訴訟の審理は 4～6 ヶ月を要する。 

 

8. 無効審判 

 

登録された意匠に無効事由(専利法第 71 条)がある場合、何人も証拠を

提出して無効審判を請求することができる。無効審判に関する詳細は、

第五章の「第一節 無効審判」をご参照いただきたい。 
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意  

 

現在の台湾意匠実務において、優先権主張が認められるか否かの判断

基準は、比較的柔軟に運用されており、意匠出願の図面の内容が優先権基

礎出願の明細書又は図面の全ての内容に実質的に開示されているか否か

で判断される。後願の図面に開示された意匠が異なる視覚効果を有せず、

当業者が優先権基礎出願の図面及び明細書の補助的説明で開示された内

容により直接的に知り得るものである場合、当該意匠は「同一の意匠」で

あると認められる。また、コーナーの R 角を少々修飾するなど、意匠の外

観の細部に変化を加えたものの、全体の視覚効果に著しい影響を与えない

場合は、依然として「同一意匠」の範囲に属する。 

 

1 加） 

 

＜1-1＞ 

優先権基礎出願では、「ボトル」の立体図のみが開示されているが、

台湾出願では、立体図及び六面図をもって出願された。 

 

意匠の外観がシンプルな円柱形である場合、優先権基礎出願に開示さ

れていない六面図を追加したとしても、当該六面図の開示内容は、当業

者が直接的に知り得るものであるので、両者は「同一の意匠」に該当す

る。よって、優先権の主張は 。 

※引用元：台湾意匠審査基準第 5 章第 5 節 

＜1-2＞ 
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優先権基礎出願では、「電子レンジ」の前パネルの意匠のみが開示さ

れているが、台湾出願では、部分意匠として出願された。 

 

優先権基礎出願に開示されていない部分が「意匠登録を受けようとし

ない部分」として破線で表示されている場合、当該部分が単なる平面で

あれば、当業者が直接的に知り得るものであるので、両者は「同一の意

匠」に該当する。よって、優先権の主張は め 。 

 

※引用元：台湾意匠審査基準第 5 章第 5 節 

 

2 可 な  

 

優先権基礎出願では、ケースとベルトを含む「腕時計」が開示されて

いるが、台湾では、「ケース」のみが出願された。 

 

台湾出願の「ケース」がその優先権基礎出願に開示されている「ケー

ス」部分と同一の意匠であれば、優先権の主張は 。 
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※引用元：台湾意匠審査基準第 5 章第 5 節 

 

 

3（ 数の優先権  

「筐体」及び「ベルト」の 2 つの優先権基礎出願をもって、台湾で複

数の優先権を主張し「腕時計」を出願した、又は「筐体」の優先権基礎

出願に基づき、「ベルト」を結合させた創作をもって、台湾で部分優先

権を主張し「腕時計」を出願した場合、優先権の開示内容は、結合した

全体が含まれておらず、台湾での後願と同一の意匠ではないので、それ

らの複数優先権又は部分優先権の主張は、 。 
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※引用元：台湾意匠審査基準第 5 章第 5 節 

 

4 不可な ） 

 

優先権基礎出願では、花模様の「包装紙」の平面意匠が開示されてお

り、当該意匠はサイズが異なる複数のパターンにより構成された全体的

な意匠であるが、台湾出願では、模様の一部のみを分離して出願された。 

 

当該「包装紙」の意匠の花模様が融合して一体となったもので、外観

上分離できない意匠であり、「包装紙」の物品の実体も破壊せずに 2 つ

に分けることができない場合、下図右の意匠は優先権基礎出願と異なる

意匠であるので、優先権主張は め 。 

※引用元：台湾意匠審査基準第 5 章第 5 節 

 

5 分意匠） 

 

＜5-1＞ 

 

優先権基礎出願では、カメラのレンズが「意匠登録を受けようとする

部分」であり、カメラ本体は「意匠登録を受けようとしない部分」であ

るが、台湾出願では、カメラ本体を「意匠登録を受けようとする部分」

に変更して出願された。 
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意匠権を受けようとする両者の範囲は異なるが、台湾出願に係る意匠

は優先権基礎出願に開示されている内容と「同一の意匠」であるので、

優先権の主張は 。 

 

※引用元：台湾意匠審査基準第三節第 5 章第 5 節 

 

＜5-2＞ 

 

優先権基礎出願は「包装紙の一部」であるが、台湾出願では優先権基礎

出願における「意匠登録を受けようとしない部分」が削除された。 

 

「意匠登録を受けようとしない部分」は、「意匠登録を受けようとする

部分」とその環境の間の位置、サイズ、分布関係解釈の基礎となるので、

当該部分の削除により両者は異なる意匠とされ、優先権主張は れ

い。 

 

※引用元：台湾意匠審査基準第 5 章第 5 節 
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6 意匠） 

 

優先権基礎出願には、プレーヤー、スピーカー及びアンプが含まれてい

るが、台湾出願は、プレーヤー及びスピーカーのみの「ステレオコンポ」

の組物意匠である。 

 

意匠権を受けようとする両者の範囲は異なるが、台湾出願に係る意匠

は優先権基礎出願に開示されている内容と「同一の意匠」であるので、優

先権の主張は れ 。 

 

※引用元：台湾意匠審査基準第 5 章第 5 節 

 
 
 

ピ オ  
 
台湾では、意匠登録出願の内容がその出願より前にすでに公開された場合、原

則として意匠を受けることはできないが、特定の条件下で意匠が公開された後に

意匠登録出願した場合には、先の公開によってその意匠の新規性又は創作性が喪

失していないものとする、新規性喪失の例外規定及び創作性喪失の例外規定（グ

レースピリオドの規定。専利法第 122 条第 3 項）の適用を受けることができる。

なお、第三章の「第三節 意匠登録を受けるための要件」の「四．新規性・創作

性の喪失の例外」も併せてご参照いただきたい。 
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1. 適用要件 

 

現行の特許法では、過去の法令においてグレースピリオドの適用要件

とされていた「実験で公開された」「刊行物に発表された」「政府が主

催する展覧会又は政府の認可を受けた展覧会で展示された」「出願人の

意図に反して漏洩した」との四つの制限が緩和され、保護の範囲が大幅

に拡大された。 

 

グレースピリオドの新たな適用要件は以下の二つである。 

 

 その公開が出願人の行為に起因する 

 出願人の意に反して公開された 

 

専利公報による專利出願の公開については、グレースピリオドが適用

されず、その公開事実に係る意匠の内容は、依然として、新規性及び創

作性の有無の判断基準となる先行意匠とされる。 

 

 

2. 主張期間 

 

グレースピリオドを主張する予定がある場合、最先の公開の事実が発

生した日（優先日ではなく）から起算して 6 ヶ月以内に、意匠登録を出

願しなければならない。 

 

また、2017 年 5 月 1 日付施行された上記専利法第 122 条では、改正前

の第 4 項の「出願人が前項 1 号及び 2 号の事情を主張する場合、出願人

にその事実及び年月日を明記するとともに、專利主管官庁が指定した期

間内に証明書類を添付しなければならない。」との規定が削除された。

これにより、グレースピリオドの適用に係る規定が緩和され、適用を主

張する時点は出願時に限定されず、出願の際に願書で申告せず、出願後

の審査や無効審判などの段階で状況に応じて主張することも可能となっ

た。 

 

なお、グレースピリオドの規定に該当する事実が複数発生した場合、
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その法定期間の計算方法は、最初に公開された事実の発生日を基準とす

る。 

 

 

3. 証明書類 

 

グレースピリオドの主張に必要な証明書類は、特定のフォームがなく、

公開の事実が発生した日が記載されている刊行物、書類、報道資料、パ

ンフレット、ニュースレター、又はウェブページなどで日付が明確に付

されているものであれば、原則的に認められる。台湾の実務では、日本

優先権基礎出願の「新規性の喪失の例外の規定の適用を受けるための証

明書」のような書類を証明書類として直接に特許庁に提出することがで

きる。なお、出願人が「証明書類の電子データは原本と同一である」と

申し立てれば、証明書類の PDF ファイルを原本の代わりに台湾特許庁に

提出することができる。

グレースピリオドの規定に該当する事実が複数発生した場合、それぞ

れの事実は個別に主張しなければならないが、それらが「密接不可分」

の関係を有する場合、最初に公開された事実を示す証明書類のみを提出

すればよい。 

 

「密接不可分」の関係を以下に例示する。 

 

（1）数日間連続して行った実験 

（2）実験を公開して、その場で頒布した説明書 

（3）刊行物の初版と再版 

（4）シンポジウムの論文発表と、その後その成果に基づいて発行された

論文集 

（5）同一の展覧会における巡回展示 

（6）展覧会の展示と、その後発行された出展カタログ 

（7）同一論文の出版社のウェブページにおける先行発表と、その後の出

版社の刊行物による発表 

（8）学位論文の発表と図書館における陳列 
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明 書と図面 作成及 出 正 訂正 

 

 

専利法第 126 条によれば、意匠説明書及び図面は、当該意匠が属する技芸分野

の通常知識を有する者がその内容を理解し、それに基づいて実施することができ

るよう、明確かつ十分に開示しなくてはならない。「その内容を理解し、それに

基づいて実施することができる」とは、当該意匠の所属する分野において通常知

識を有する者が、明細書及び図面の両者全体の基礎として、出願時の通常知識を

参酌し、余計な憶測をせずとも、その内容を理解するとともにそれに基づいて専

利出願に係る意匠を製造することができることを言う25。 

 

 

書 面 作成 

意匠の明細書及び図面の作成は、意匠の分類及び先願の検索が容易にでき

るように、図面には意匠の「外観」を明確かつ十分に開示するとともに明細書

の意匠名称には対象とする「物品」を明確に指定しなければならない。詳細の

作成原則は、以下のとおりである。 

 

1. 書 

 

専利法施行規則第 50 条によれば、意匠出願に係る明細書には意匠名

称、物品用途及び意匠の説明を明記しなければならないが、現行の実務

では、「意匠の名称」と図面により「物品の用途」と「意匠の説明」が明

白に表されている場合は、記載しなくてもよい。例えば、第三章の「第

二節 どのような意匠が登録出願できるか」の「一．意匠は物品に適用

されなければならない」に紹介された例である。但し、実体審査で審査

官から明確でないと指摘された場合、「物品の用途」又は「意匠の説明」

を補充する必要がある。 

 

項目 記載原則 

意匠名称  意匠が応用される物品を指定しなければならない。 

                                                   
25台湾知的財産局、2016 年版専利審査基準「第三篇 意匠実体審査」「第一章 明細書と図

面」、「第六章 補正、訂正及び誤訳の訂正、,2016 年 8 月 15 日、p.3-1-1～p.3-1-18、p.3-6-1～

p.3-1-25 
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 一つ以上の物品を指定してはならない。 

 意匠が物品のパーツである場合は、何の物品のどのパ

ーツであるかを明記しなければならない。 

 関連のない又は贅語の説明文字を記載してはならな

い。 

物品用途  意匠を施す物品の使用又は機能等の記述である。 

 物品用途が意匠名称又は図面に明確に記載されてい

る場合は、原則として、省略することができる。 

意匠の説明  意匠の形状、模様、色彩又はその組み合わせなどの記

述であり、意匠の特徴、及び図面に開示された意匠に

関連する内容を含む。 

 図面に開示された意匠に以下の状況がある場合は、意

匠の説明欄に明記しなければならない。 

1.図面の開示内容が「意匠登録を受けようとしない部

分」を含む場合。 

2.画像意匠に変化外観がある場合、変化の順序を明記

しなければならない。 

3.各図面間に同一、対称又はその他の事由により省略

がある場合。 

 図面に開示された意匠に以下の状況がある場合は、必

要に応じて意匠の説明欄に簡単に明記することもで

きる。 

1.材料特性、機能調整又は使用状態の変化によって、

意匠の外観に変化が生じた場合（以下、「変化外観を

有する意匠」）。 

2.補助図又は参考図を有する場合。 

3.組物意匠で意匠登録を出願する場合、その各構成物

品の名称。 

 

また、図面に開示された意匠に関連する内容について、以下のように

詳しく説明する。 

 

(1) う 分 含  
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図面の開示内容に「意匠登録を受けようとする部分」と「意匠登

録を受けようとしない部分」とを含む場合は、その両者を明確に区

別できる方法、例えば実線破線、半透明色付け、グラデーション色付

け、丸囲み、又はその他の方法によって表示しなければならない。ま

た、意匠の説明においてその表示方法について簡略に説明しなけれ

ばならない。 

 

台湾の審査基準第三篇第 1 章第 2.3.1 節には、表示方法についての

ついて簡略の説明を以下のとおり例示されている。 

 

 図面に開示された破線部分は、本件意匠が意匠登録を受けよ

うとしない部分である。 

 図面に開示された破線は、応用される運動靴を示し、本件意

匠が意匠登録を受けようとしない部分である。図面における

一点鎖線によって囲まれたものは、意匠登録を受けようとす

る範囲を限定し、当該一点鎖線自体は、本願において意匠登

録を受けようとしない部分である。 

 図面に開示されたグラデーション色付けは、本願において意

匠登録を受けようとしない部分である。 

 図面に開示された半透明色付けは、本願において意匠登録を

受けようとしない部分である。 

 

(2) 外 場合 場合 

 

変化外観を有する画像意匠をもって意匠登録を出願し、当該図面

に開示された複数枚の図が順に連続的な動的変化を表示する画像意

匠である場合、意匠の説明にその変化順序を明記しなけばならない。 

 

変化外観を有する画像意匠の詳細については、「第五節 特殊な出

願（部分意匠、関連意匠、画像意匠、組物意匠）について」をご参照

いただきたい。 

 

(3) 又 そ 由に 省 合 
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 意匠が立体である場合は、通常、立体図及び複数枚のその他の図

（例えば他の立体図、若しくは正面図、背面図、左側面図、右側

面図、平面図、底面図などの図）を用意しなければならないが、

各図間に同一、対称又はその他の事由がある場合は、一部の図を

省略し、意匠の説明に簡略に説明することができる。 

 

 普通の消費者が購入時若しくは使用時に注意を払わない部分で

ある、又は全体が平面であり意匠的特徴を有しない場合は、当該

視図を省略することができる。 
 
 

 

： 

 

 工具機、バイクや自動車などの物品： 

その底部が普通の消費者が購入時又は使用時に注意を払う

ことはなく、意匠的特徴を有さず、底面図を省略するととも

に、以下の内容を意匠の説明に記載することができる。 

 

「底面図は普通の消費者が購入時又は使用時に注意を払わな

い面であり、意匠的特徴を有しないため、省略する」 

 

 ある物品の厚さが極めて薄く、その極めて薄い面が、通常、普通

の消費者が購入時若しくは使用時に注意を払わず、又は簡単な

断面であり意匠的特徴を有しない場合は、当該面の視図を省略

することができる。 

 

： 

 

 薄板材物品： 

 

極めて薄い部分の視図を省略するとともに、以下の内容を

意匠の説明に記載することができる。 

 

「前、後、左側、右側面図は、厚さが極めて薄い簡単な断面
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であり意匠的特徴を有しないため、省略する」 

 

 部分意匠又は画像意匠をもって出願した場合、一部の図の開示

内容に「意匠が意匠登録を受けようとする部分」が含まれていな

い場合は、当該視図を省略することができる。なお、このような

場合、省略理由を意匠の説明に特に明記する必要はない。 

 

(4)変 外  

 

 意匠が、材料特性、機能調整又は使用状態によって外観に変化を

有する意匠である場合、必要に応じて図面に開示された「変化状

態図」又は「使用状態図」をもって簡略に説明しなければならな

い。 

 

 

 

 側蓋を開けてUSBプラグを取り出す使用状態図を有する場

合は、以下の内容を意匠の説明に記載することができる。 

 

「使用状態図は、本意匠において側蓋を開けて USB プラグ

を取り出す使用状態である」 

 

(5) 場合 

 

 図面に補助図（例えば断面図、拡大図）が別途描かれている場合

は、必要に応じて意匠の説明において、当該図が表示しようとす

る内容を簡略に説明しなければならない。 

 

 

 

 図面に断面図を含む場合、断面図の開示内容についての簡

略の説明を意匠の説明に記載することができる。 

 

「A-A 断面図に開示された斜線部分は、正面図における A-A
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端面の凹面特徴を示す」 

 

(6) 場合 

 

 図面に参考図が別途描かれている場合は、必要に応じて意匠の説

明において、当該図が表示しようとする内容を簡略に説明しなけ

ればならない。 

 

： 

 

 図面に参考図を含む場合、意匠とその他の物品又は使用環

境との関係について意匠の説明に簡略に記載することがで

きる。 

 

 

(7)組  

 

組物意匠をもって意匠登録を出願した場合は、必要に応じて意匠の

説明において、各構成物品の名称について意匠の説明に簡略に記載す

ることができる。 

 

2. 面 

 

専利法施行規則第 53 条第 1 項によれば、意匠の図面は、主張する意

匠の外観を十分に開示することができる図を備えなければならない。

また、専利法施行規則第 53 条第 2 項によれば、前記意匠の図面は、斜

視図、六面視図（正面図、背面図、左側面図、右側面図、平面図、底面

図）、平面図、単位図又はその他の補助図とすることができる。 

 

 立  

 

意匠が立体である場合、斜視図を含まなければならない。 

 

 面  
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意匠が平面である場合、その意匠的特徴が当該物品上の平面的な

意匠にあるため、意匠を出願する図面は、立体図を省略し、正面図

及び背面図のみをもって表示することができる。 

 

意匠的特徴が片面のみにある場合は、正面図又は平面図のみをも

って表示することができる。 

 

意匠が連続的平面である場合は、当該平面的な意匠を構成する単

位図を含まなければならない。 

 

 面 作 法 

 

専利法施行規則第 53 条第 3 項によれば、図面は工業製図方法を

参照して、墨線図、コンピュータグラフィックス又は写真で表現し、

それぞれの図面を 3 分の 2 に縮小するときにも図面の各細部を明

確に認識できるようにしなければならない。 

 

六面図を作成するときには、墨線図、コンピュータグラフィック

ス又は写真という三種類の作成方法のうち、単一の 1 種類の方法の

みを選択して図面を作成しなければならない。2 種類以上の作成方

法により作成された図面を混ぜてはならない。 

 

 に て長い 合 
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意匠に係る物品が極めて長い場合、下図に例示するように、当該

物品の中間部分を一部省略して、「断裂線」により示すことができ

る。 

 

引用元：台湾知的財産局 2017 年 7 月 20 日版「設計專利之

圖式製作須知」（日本語訳「意匠図面作成ガイドライ

ン」）

  

 

意匠を十分に開示するために、例えば、次のような補助図を描く

こともできる。 

 

図面名称 目的 

断面図 
意匠の形状が複雑な場合、更に断面図に

より外観の輪郭を示すことができる。 

局所拡大図 

意匠の局所の特徴が小さすぎて明確に表

現できない場合は、更に局所拡大図によ

り示すことができる。 

使用状態図 

変化外観を有する意匠の場合は、使用状

態図により示すことができる。 

*各変化状態図は、単独に意匠権を主張す

ることができない。 

*登録の対象に属しない部材や部品が含ま
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れる図面である場合、使用参考図又は

参考図としなければならない。 

 

 参  

 

図面の開示内容には、意匠物品以外の物品や、部品、環境、各部

材の説明などを含む場合、図面名称に「参考」という文字を追加し

なければならない。例えば、「参考図」、「使用状態参考図」、又は、

「○○を追加した参考図」。 

 

なお、専利法施行規則第 53 条第 6 項によれば、参考図と標記し

た場合、意匠権の範囲の解釈に用いることはできない。 

 
 色彩 主張 場合 

 

意匠に色彩の主張がある場合、図面には、その色彩を具体的に表

示しなければならない。また、出願人は主張する色彩を明確に表示

するため、意匠の説明において指定する色彩の工業色見本番号（パ

ントン色見本）を明記又は色カードを添付することもできる。 

 

 に色彩 主張 い場合 

 

意匠に色彩の主張がない場合、図面は墨線図、グレースケールの

コンピュータグラフィックス、又はモノクロ写真の方法で表すべき

で、図面にその色彩を施し、「図面に開示された色彩は、意匠登録

を受けようとしない部分である」と意匠の説明において説明するの

みではならない。 

 

 

正 

 

明細書又は図面の補正は、出願日から査定書が送達される前の期間内、

かつ意匠出願が初審又は再審査に係属している段階に行わなければならな

い。補正は、請求により又は職権で行う。出願が初回の審査を経て「拒絶査
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定」の査定書が出願人に送達した後の場合は、出願人は再審査を請求して、

出願を再審査段階に係属させてから始めて補正を提出することができる。

査定書が既に発行されたが、出願人に送達される前においては、出願人に

よる明細書又は図面の補正は依然として受理しなければならない。 

 

明細書又は図面の補正により新規事項の導入（new matter）となってはな

らない。即ち、補正後の内容が出願時の明細書又は図面から直接に知られ

るものではない場合、その補正が出願時の明細書又は図面の開示範囲を超

え、新規事項の導入と見なされる。 
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 例 1（意匠の名称のみに対する補正） 

補正前 補正後 

化粧箱 

 

ハンドバッグ 

 

補正前及び補正後の用途がいずれも携帯用品であることは直接に知られるため、出

願時の明細書又は図面の開示範囲を超えていない。 め れ 。 

※引用元：意匠審査基準第三篇第六章第 1.7 節 

 

 例 2（部分意匠） 

 2-1 

補正前 補正後 

カメラ 

 

カメラのレンズ 

 

補正後の「カメラのレンズ」という部分意匠は、出願時の図面に開示されているため、

出願時の明細書又は図面の開示範囲を超えていない。 当 補正

る。 

※引用元：意匠審査基準第三篇第六章第 1.7 節 
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 2-2 

補正前 補正後 

カメラのレンズ 

 

カメラ 

 

補正後の「カメラ」という全体意匠は、出願時の図面に開示されているため、出願時

の明細書又は図面の開示範囲を超えていない。 当 補正 。 

※引用元：意匠審査基準第三篇第六章第 1.7 節 

 

 2-3 

補正前 補正後 

カメラのレンズ 

 

カメラの本体 

 

補正後の「カメラの本体」の部分意匠は出願時の図面に開示されているため、出願時

の明細書又は図面の開示範囲を超えていない。 補 。 

※引用元：意匠審査基準第三篇第六章第 1.7 節 
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 2-4 

補正前 補正後 

発光パネル 

 

発光パネルの一部 

 

出願時の図面の既有部分の実線を破線に変更したものであるが、補正により表現さ

れた意匠は、出願時に開示されておらず、直接に知られないため、出願時の明細書又

は図面の開示範囲を超えている。 当 補正 。 

※引用元：意匠審査基準第三篇第六章第 1.7 節 

 

 2-5 

補正前 補正後 

携帯電話 

 

携帯電話の一部 

 

出願時に開示された内容から、どの線又はデザイン単位を選択して意匠を受けよう

とする部分である実線に変更するのかについて直接に知られないため、出願時の明

細書又は図面の開示範囲を超えている。 な 。 

※引用元：意匠審査基準第三篇第六章第 1.7 節 
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 2-6 

補正前 補正後 

パッケージの一部 

 

パッケージの一部 

 

補正後の内容（一点鎖線の追加位置）は出願時の図面から直接に知られるため、当

正 。 

※引用元：意匠審査基準第三篇第六章第 1.7 節 

 

 2-7 

補正前 補正後 

瓶の一部 

 

瓶の一部 

 

補正後の内容（一点鎖線の追加位置）は出願時の図面から直接に知られないため、

め れ い。 

※引用元：意匠審査基準第三篇第六章第 1.7 節 
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三 正 

 

専利法第 139 条第 1 項によれば、意匠権者は、次の各号の事項についての

み、意匠説明書又は図面の訂正を請求することができる。 

 

1. 誤記又は誤訳の訂正。 

2. 不明瞭な記載の釈明。 

 

また、訂正できる時点は、以下のとおりである。 

 

1. 意匠権を取得した後、意匠権者が自発的に訂正を請求する。 

2, 意匠出願について、他人から無効審判が請求され、意匠権者が答弁と同

時に訂正を提出する。 

 

また、専利法第 139 条第 2 項によれば、訂正は、誤訳の訂正を除き、出願

時の意匠説明書又は図面に開示されている範囲を超えてはならない。第 139 条

第 4 項の規定により、訂正は、公告時の図面を実質的に拡大又は変更しては

ならない。 

 

公告の図面の実質的拡大又は変更には、次の二つの状況が含まれる。 

 

1.  面 正 告 面 容 に実 大又

 

 

前述したとおり、参考図と標記した場合、意匠権の範囲の解釈に用

いることはできない。したがって、例えば、「使用状態図」を「参考

図」に訂正する場合、当該訂正は、図面の実質的拡大に属するもので

あるため、認められない。一方、「参考図」を「使用状態図」に訂正

する場合、当該訂正は、図面の実質的変更に属するものであるため、

認められない。 

 

2 面 正 記 正 公告

面 大又 場合 
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例えば、出願時の意匠の名称に記載した「自動車」を「玩具の車」

に訂正した場合、当該図面に訂正が行われないが、意匠が応用される

物品が実質的に変更される。したがって、当該訂正は、図面の実質的

変更に属するものであるため、認められない。  
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殊な出 （ 匠 連 匠 匠 組物意匠）について 

 

 

第三章「第一節 台湾の意匠制度」で説明したように、現行の台湾の専利法に

より、物品の全体の外観について出願する通常の意匠制度のほか、部分意匠、画

像意匠、関連意匠、及び組物意匠などの特殊な意匠制度も設けられている。以下

は、実際の登録例をもって説明する。 

 

分意 制  

 

1．部分意匠の定義 

 

現行の専利法第 121 条 1 項の「意匠とは、物品の全部又は一部の形状、模様、

色彩又はこれらの結合であって、視覚に訴える創作を指す」により、物品の一部

の意匠に関してもその形状、模様、色彩又はこれらの結合からなる視覚に訴える

創作の出願、即ち「部分意匠登録出願」を行うことが可能である。意匠物品の創

作の新規な特徴ポイントを絞ってその部分について意匠登録を受けることがで

きる。部分意匠の意匠権を権利行使する際は、意匠登録を受けた部分のみについ

て対比するため、権利範囲はより広くなり、実務では、部分意匠制度を利用した

出願は非常に多い。 

 

 

2．明細書と図面の作成原則 

 

項目 作成原則 

意匠名称  意匠の名称に指定される物品と意匠登録出願に係る意

匠の実質的内容を一致させるように、物品の一部の部品

を部分意匠として出願するときは、当該意匠の名称には

何の物品の何の部品であるかを明記しなければならな

い。 

 当該部分意匠が物品の部分的特徴について意匠登録を

受けようとするが物品の何の部品であるかを明記しに

くい場合は、意匠の名称の欄には「物品」又は「物品の

一部」と記載しなければならない。 
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物品用途  主に「意匠登録を受けようとする部分」について使用方

法又は機能の説明を記載する。 

意匠の説明  主に「意匠登録を受けようとする部分」の外観特徴につ

いて説明する。 

 意匠の説明の欄には、「意匠登録を受けようとしない部

分」の表示方法について簡単な説明を行わなければなら

ない。 

記載例： 

1.「図面に開示された破線部分は、本願意匠の意匠登録

を受けようとしない部分である」 

2.「図面に開示されたグレースケールで着色した部分は、

本願意匠の意匠登録を受けようとしない部分である」 

3.「図面に開示された半透明で着色した部分は、本願意

匠の意匠登録を受けようとしない部分である」 

4.「図面に開示された破線部分は、その応用されたスニ

ーカーの物品を表すもので、本願意匠の意匠登録を受

けようとしない部分である。図面における一点鎖線で

囲まれた部分は、本願意匠の意匠登録を受けようとす

る範囲を特定するもので、当該一点鎖線自体は、本願

意匠の意匠登録を受けようとしない部分である」 

図面  一部の図に「意匠登録を受けようとする部分」が何も含

まれていない場合、その図は省略することができる。 

 「意匠登録を受けようとする部分」及び「意匠登録を受

けようとしない部分」については、明確に区別できる表

示方法、例えば実線破線、半透明色付け、グラデーショ

ン色付け、丸囲み、又はその他の方法によって表示しな

ければならない。 

 実線、破線又はその他上述の方式によって「意匠登録を

受けようとする部分」と「意匠登録を受けようとしない

部分」をすでに区別しているが、「意匠登録を受けよう

とする部分」の範囲が依然として具体的かつ明確に表現

されていないとき、出願人は、その他の点線の方法（例

えば、一点鎖線）によってその境界範囲を描くことがで

きる。 
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意 制  

 

1．画像意匠の定義 

 

現行の専利法第121条2項の「物品に応用するためのコンピューターアイコン

（icons）及び図形化利用者インターフェイス（Graphical User Interface, GUI）も、

本法により意匠登録を出願することができる」との規定により、電子製品や、コ

ンピュータ、通信機器などの使用と操作に用いられるアイコン又は図形化利用者

インターフェイスの創作の出願、即ち「画像意匠登録出願」を行うことが可能と

なった。 

 

画像意匠は、ディスプレイ装置を通して表示され一時的に存在する「模様」又

は「模様と色彩の結合」であり、物品に適用してはじめて意匠の定義を満たす。

このような意匠は、通常、IT製品に使用でき、かつ製品の表示装置を通して表示

できるため、意匠物品の規定を満たすので、当該画像意匠を適用可能な各種IT製

品についてそれぞれ出願する必要はない。26 

 

2.明細書と図面の作成原則 

 

項目 作成原則 

意匠名称  画像意匠の出願に関する意匠の名称は、「何の物品の画

像」又は「何の物品のグラフィカルユーザーインターフ

ェース」と記載すべきであり、「画像」自体のみ、又は

「何の物品」のみの記載は認められない。 

 意匠登録を受けようとする内容は、画像意匠及びその応

用される物品（又は物品の部分）が同時に含まれている

場合、例えば、意匠登録を受けようとする内容に、携帯

電話全体の形状及びそのスクリーン上の画像が同時に

含まれている場合は、意匠の名称の欄に、「画像を具える

携帯電話」と記載すべきである。 

物品用途  画像意匠が応用される物品の使用又は機能等の補助的

                                                   
26台湾知的財産局、2016 年版専利審査基準「第三篇 意匠実体審査」「第九章 画像意匠」、

2016 年 8 月 15 日、p.3-9-1 
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説明を記載する。 

 画像意匠が応用される物品がスクリーン、モニター又は

ディスプレイパネルである場合、一般的にはその物品の

用途について特に説明する必要がなく、省略することが

できる。 

 当該画像意匠が特定の物品分野で応用され補助的に説

明する必要がある場合は、この欄に当該画像意匠が応用

される物品の用途を記載することができる。 

 物品の用途の欄には、当該意匠の属する技術の分野にお

ける通常の知識を有する者に当該意匠の内容を理解さ

せるために、物品に応用される画像の使用方法又は機能

説明を記載することができる。 

意匠の説明  主にコンピューター生成アイコン及びグラフィカルユ

ーザーインターフェースの外観特徴について説明する。 

 画像意匠についての出願に係る図面は、通常、部分意匠

の開示方式により、明確に区別できる表示方法で「意匠

登録を受けようとする部分」と「意匠登録を受けようと

しない部分」を表現しなければならない 

 変化外観を有する画像意匠をもって意匠登録を出願し、

複数枚の図が含まれている場合、意匠の説明に当該複数

枚の図の変化順序を明記しなけばならない。 

例1：意匠説明に「正面図1ないし正面図5は、外観が順次

に連続的な変化を生じる画像意匠である」と記載す

る。 

 

 

例2：意匠説明に「正面図1から正面図の変化状態1ないし

正面図の変化状態3への変化を生じることができ、
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複数の外観変化を有する画像意匠である」と記載す

る。 

 

図面  通常、部分意匠の開示方式により、明確に区別できる表

示方法で「意匠登録を受けようとする部分」と「意匠登

録を受けようとしない部分」を表現しなければならな

い。 

 画像意匠において「意匠登録を受けようとする部分」は、

通常、スクリーン、モニター又はディスプレイパネルの

前面にある平面図形である。したがって、正面図又は平

面図のみで表現し、その他の図を省略することができ

る。 

 外観が変化する画像意匠について意匠登録出願する際、

2以上の図面により変化前後又は重要な変化の過程にお

いて画像意匠を表現することで、はじめて意匠登録出願

に係る意匠を十分に表現することができる。

 当該画像意匠の「意匠登録を受けようとしない部分」に、

その応用される物品及び排除しようとする画像意匠の

部分が同時に含まれている場合は、 以上の表示方法で

「意匠登録を受けようとしない部分」を表示することが

できる。 

 図面に平面図形自体が開示されているだけで、破線で応

用される物品が表示されておらず、かつ、意匠説明書に

もその応用される物品が記載されていない場合は、「実

施可能要件」の規定を適用するのではなく、画像意匠の

定義を満たしていないことを理由として、その画像意匠

の意匠登録出願について拒絶すべき旨の査定をしなけ

ればならない。 
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意匠登録D163165号 

「飲料製造装置の図形化利用者インターフェイス」 

 

 

 

三 関連意匠制度 

 

1．関連意匠の定義 

 

現行専利法第127条1項により、同一人が2以上の類似する意匠を有する場合、

意匠登録及びその関連意匠登録を出願することができる。この場合は、2以上の

類似する意匠のうち、1つを本意匠とし、その他を当該本意匠に類似する関連意

匠として出願することができる。ただし、関連意匠にのみ類似し、本意匠に類似

しない意匠は、関連意匠として出願することができない。27

関連意匠制度は、第137条の規定により、単独で主張することができ、かつ、

権利範囲はその類似の範囲にも及ぶ。 
  

                                                   
27台湾知的財産局、2016 年版専利審査基準「第三篇 意匠実体審査」「第十一章 関連意

匠」、2016 年 3 月 22 日、p.3-11-1 
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意匠登録D183669号（本意匠） 

 

 

意匠登録D183670号（関連意匠） 

 

意匠登録D192032号（本意匠） 

 

 

意匠登録 D192033号（関連意匠） 

 

制度 

 

1．組物意匠の定義 

 

専利法第129条1項の規定により「一意匠一出願」原則であり、つまり、意匠登

録出願は、1つの意匠ごとに出願しなければならず、複数の意匠を1件の出願で出

願することはできない28。 

 

同第129条2項の規定により、習慣上、複数の物品が組物として販売又は使用さ

れる場合、これらの複数の物品の意匠を1件の出願で出願することが例外的にで

きる。 

 
                                                   
28台湾知的財産局、2016 年版専利審査基準「第三篇 意匠実体審査」「第十章 組物意匠」、

2016 年 8 月 15 日、p.3-10-1 
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2.明細書と図面の作成原則 

 

項目 作成原則 

意匠名称  意匠の名称が簡単・明瞭で、かつ、それに組物の意匠の保護

対象が具体的に含まれるように、上位概念の名称によって指

定するとともに、「一組」、「一セット」、「組」又は「セット」

等の用語を冠するべきである。 

 組物の意匠登録を受けようとする部分が当該組物を構成す

る物品の一部（部品）又は部分的な特徴である場合、又は当

該組物の意匠の一部について意匠登録を受けようとしない

場合は、その意匠の名称も部分意匠の記載規定を満たさなけ

ればならない。 

 当該組物の意匠に画像意匠が同時に含まれている場合、例え

ば、意匠登録を受けようとする部分に DVD オーディオセッ

ト及びそのスクリーンで表示された画像が同時に含まれて

いる場合、意匠の名称の欄には「画像を含む DVD オーディ

オセット」と記載すべきである。 

物品用途  組物の意匠の用途、使用方法又は機能について説明をし、必

要な場合は、各構成物品の用途についても説明する。 

意匠の説明  組物の物品からなる全体としての視覚的外観の意匠特徴、例

えば、組物の物品を並べたことにより生じた全体的な視覚効

果、又はすべての物品の中に具備する共通の意匠特徴等、に

ついて行わなければならない。 

 図面に開示された各構成物品の名称を補助的に説明するた

めに、「意匠の説明」欄で簡単に説明することもできる。 

図面  組物の意匠は2以上の物品を含むものであり、当該組物の意

匠外観を十分に開示できるよう、一般的には、図面上で各構

成物品すべての図をそれぞれ開示するとともに（例えば、各

構成物品の斜視図及び六面図をそれぞれ開示）、組物の物品

を含み、かつ、当該組物の意匠の代表となる図を少なくとも

1枚は開示しなければならない。 

 組合せた状態で、各図において当該組物の物品を開示しいて

いるものは、すべての構成物品の外観を十分に開示できてい

る場合、このような方法によって表現することもできる。 
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よ ある拒絶理由の類型及 そ 対処方法 

 

 

本節は、よく見られる拒絶理由の類型及びその対処方法について例を挙げて紹

介する。また、登録されて公開された意匠について、その出願・審査経過の書類

情報は、台湾の知的財産局が運営している「專利公開資訊查詢」（日本語訳：「専

利公開情報検索」）のウェブページを利用して調査することができる。 
 

*「專利公開資訊查詢」のホームページ： 
https://tiponet.tipo.gov.tw/S090/UC090-
C06/InquiryPatentCaseCensorInfo.do 
 
 

備 

 

1. 名 品  

 
例えば、本件意匠登録出願は、出願の明細書の意匠名称が「ブラケッ

ト」である。審査階段では、審査官は、本願の意匠名称が施す物品を明

確に指定しておらず、明細書の【物品の用途】には、施す物品の用途、

及びどのような物品に用いられるのかについて明確に記載していないと

指摘した。 

 

対 方法  

 

「意匠名称」を「ブラケット」から「ヘッドマウントディスプレイ用ブ

ラケット」に補正するとともに明細書の【物品の用途】に「本件意匠に

係る物品は、ヘッドマウントディスプレイに用いられる」との内容を追

加することにより、意匠登録を受けることができない理由を解消する。 

 

 

2. 用 が  
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例えば、本件意匠登録出願は、出願の明細書における【物品の用途】

に、「本件意匠に係る物品は、カートリッジである」との内容のみが記

載されている。審査階段では、審査官は、本件意匠の明細書における【物

品の用途】に、意匠に係る物品の用途、即ち、どのような物品に用いら

れるかが明確に記載されていないと指摘した。 

 
対応方法  

 

【物品の用途】に「本件意匠に係る物品は、イオン発生機本体、空気清

浄機、加湿機、エアコン等に着脱するためのイオン発生素子カートリッ

ジであり...」などの内容を追加することにより、意匠登録を受けること

ができない理由を解消する。 

 

 

3. 商 文字 う 分としない場合 明

に い  

 
例えば、本願意匠に係る包装容器の上部の文字「サプリラボ」及び

「SAPURILABO」については、審査階段では、審査官は、本願意匠に係る

物品の上部の文字「サプリラボ」及び「SAPURILABO」が商標であれば、

明細書に、当該文字が意匠を主張しない部分であることを明確に記載す

ることが可能であると提案した。 

 

対 方法  

 

意匠物品の上部にある文字「サプリラボ」及び「SAPURILABO」、下

部にある数行のごく小さい文字、及び背面の説明文字などの模様は、本

願の意匠を主張しない部分である内容を明細書に追加することにより、

当該部分の模様は意匠登録を受けようとする部分ではないことを説明す

る。 

 

なお、このように説明を補足することにより、侵害対比の際は、上記

排除された各文字的模様の部分については考慮されない。 

 

- 125 -



 

 

 

作性 し 

 

1. に し 出 作性  

 
本件意匠登録出願は、引例意匠に示されているデザインを容易に修飾

すれば完成できるものである、又は引例意匠との相違点は単に公知の意

匠の転換や置換え、組合せにすぎず、かつ、全体の外観が引例意匠に類

似し特殊な視覚的効果を生じさせないので、進歩性を備えない。 

 

対 方法  

 

創作性を備えないとの指摘に対する対応方法は、案件ごとの状況にも

よるが、引用された先行意匠と対比しつつ、容易に完成できず、かつ特

殊な視覚的効果を生じさせたことを主張する必要がある。一般的には、

次のような要領で対応することが考えられる。

 

 本件意匠と引例との比較的顕著な相違箇所をできるだけ洗い出す。

但し、主張された相違箇所が細部の修飾になりすぎて登録される意

匠権の権利範囲が過度に制限されてしまうことがないよう、注意す

る必要がある。 

 本件意匠と引例との図面を並べて、洗い出された相違箇所を具体的

に説明すると同時に、本件意匠のデザイン手法がどのように引例の

デザイン手法と異なるのかを説明する。 

 相違箇所及び異なるデザイン手法により、本件意匠がどのような、

引例にない異なる特殊な視覚的効果を看者に与えているのかを説

明する。

 引例にない透明や透光性の材質のデザインにより、内部を透視可能

な特殊な視覚的効果を生じるような特徴があるのか。但し、この主

張により、登録される意匠権の権利範囲も透明や透光性の材質を有

するものに制限されてしまう可能性があるので、注意する必要があ

る。

- 126 -



 

 

 部分設計であれば、登録を受けようとする部分の意匠物品における

位置、大きさ、及び分布関係が引例と明らかに異なる場合は、それ

により創作性を主張する。

 日米欧などの主要国において審査を経て登録された実績や、デザイ

ン賞（例えば、GOOD DESIGN 賞）を取った実績があれば、創作性

を裏付ける証拠としてその事実を強調する。

 意匠物品の実物を見た方が、引例と異なる視覚的効果を生じたこと

がより分かるようなものであれば、面談を請求し、実物を審査官に

見せる。

 
 

. と本 匠と  

 

1. 箇 幅 異 り と

と と と  

 
審査階段では、審査官は「本願の関連意匠に係る物品は、後側に阻板

を有さず、本体の右側の幅が小さく、かつ、本体の頂面の開孔形状が本

意匠と異なる」という理由で、関連意匠とその本意匠とが類似しておら

ず、関連意匠を独立意匠に出願変更しなければならないと指摘した。 

 

法  

次のような対応方針に基づいて応答し、関連意匠として登録できること

を主張することが考えられる。 

 

1. 本件関連意匠とその本意匠との共通した意匠特徴及び視覚的効果を

説明する。例えば、つぎのような共通した意匠特徴及び視覚的効果を

主張する 

 

： 

（A） 関連意匠とその本意匠は、いずれも、前面に円形状の開口が設置

され、円形状を構成する各円は不連続な孔により形成されたもの

である。 

（B） 関連意匠とその本意匠は、いずれも、頂面と底面のそれぞれの右
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後側方に下り斜面と上り斜面を備える。 

 

共 た 効果： 

右側視において放熱フィンが当該円形状の開口から識別できるとと

もに、右側部も中央部から後方に向かって漸縮するという共通した視

覚的効果を生じさせた。 

 

2.台湾の専利情報検索システムにより、本件関連意匠とその本意匠との

類似性を裏つけられるような関連意匠登録例があるのかを調査し、本

件の関連性を主張することが考えられる。 

 

 

2. 関 本意 と 色  

 
審査階段では、関連意匠とその本意匠の物品（箱体）の色が類似して

いないとして、本願とその本意匠間の類似性を否定した。 
 

対 方法  

 

台湾の関連意匠実務では、2 つの色の相違が軽微であれば、関連意匠

としても認められる可能性があるが、色の相違が大きい場合（例えば、

赤と緑、青と黄色など）、関連意匠としても認められない。本件関連意

匠とその本意匠とは、物品の形状と模様に係るデザインが類似している

が、主張する色（ピンクと金色）は類似しているとは言えないため、本

件関連意匠を独立意匠へ出願変更することにより、意匠登録を受けるこ

とができない理由を解消する。 
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分割出 及び出 変更 

 
 

 

 

台湾の意匠制度は、専利法第 129 条 1 項の規定により「一意匠一出願」原

則であり、つまり、1 つの意匠ごとに意匠登録出願しなければならず、複数の

意匠を 1 件の出願で出願することはできない。意匠が実質的に 2 つ以上の意

匠である場合、専利法第 130 条により、知的財産局により分割するよう通知

され、又は自発的に分割を請求することができる。また、明細書又は図面の一

部の開示内容が意匠登録の対象として出願していない（例えば、参考図に開示

されている、意匠登録の対象以外の内容がある）場合でも、出願人は、当該一

部の開示内容について自発的に分割出願することができる。 
 

なお、2 つ以上の物品で組物意匠を出願したが、当該構成物品が異なる類別

に属するものである、又は習慣上組物として販売又は使用されるものではな

いと認められた場合も、分割出願する必要がある。 

 

分割出願は、原出願の再審査の査定前に行わなければならない。優先権主

張に伴う出願について、優先権主張の効果が引き続き認められる。 

 

また、特許出願は、専利法第 34 条 2 項 2 号の規定により、初回の審査で登

録査定された場合は、登録査定書を受領した日の翌日から 30 日以内に分割出

願が可能であるのに対し、意匠登録出願の場合は当該第 34 条 2 項 2 号のよう

な規定がないため、登録査定書を受領した後は分割出願ができない。 

 

 

 

意匠登録を出願した後、意匠の種類が適切ではない場合は、その他の種類

の専利に出願変更することができ、特許又は実用新案の出願後に意匠出願に

出願変更することができる。同じ種類の変更出願については、意匠出願後に関

連意匠出願に出願変更する、又は関連意匠出願後に意匠出願に出願変更する

ものがある。出願変更された場合、原出願の出願日をその変更後の出願の出願

日とされる。 
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1. 変更可能な態様 

 

 他の種類への変更 

（1）特許から意匠への出願変更 

（2）実用新案から意匠への出願変更 

（3）意匠から実用新案への出願変更 

 

 同種類への変更 

（1）独立意匠から関連意匠への出願変更 

（2）関連意匠から独立意匠への出願変更 

 

2. 時期的制限 

 

変更の種類 変更不能な時期 

(いずれか一つに該当する場合、変更不能となる) 

特許￫意匠 

意匠￫実用新案 

独立意匠￩￫関連意匠 

1.原出願について、許可をすべき旨の査定書又は

処分書が送達された後。 

2. 原出願について、拒絶をすべき旨の査定書が

送達されてから2 ヶ月が経過している。 
実用新案￫意匠 1.原出願について、許可をすべき旨の査定書又は

処分書が送達された後。 

2. 原出願について、拒絶をすべき旨の処分書が

送達されてから30 日が経過している。 

 

3. 出願変更の繰り返し 

 

原出願が一旦変更出願を経て、当該原出願が実体審査を経て、1 回目の審

査意見通知書が発行された場合、「重複審査禁止」の法理に基づき、以下の

状況を含め、1 回目の審査意見通知書が発行された場合、変更出願後の専利

出願を再び原出願の種類に変更することはできない。 

 

(1)意匠から実用新案へ変更し、再び意匠へ変更する場合。 

(2) 独立意匠から関連意匠へ変更した後、再び独立意匠へ変更する場合。 
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(3) 関連意匠から独立意匠へ変更した後、再び本意匠の関連意匠へ変更す

る場合。 

 

一方、関連意匠が変更を経て独立意匠となり、再び本意匠以外の独立意

匠の関連意匠に変更する場合は、重複審査の事情がないため、その変更は

受理することができる。 
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三 公告 延期 
 
公告の延期を希望する場合は、登録料及び年金の納付と同時に、最長 6 ヶ

月間の公告延期を請求することができる。 
 

登 費用 
 
 
 
 
 
 
 
 

四 登 証 交付 
 

登録証は意匠権が登録設定されたことを証明するものであり、1 発明に 1
枚のみが交付される。意匠権が複数の権利者に共有されている場合も同様で

ある。 
 

登録証には、以下のことが記載されている。 
 
1.登録証番号 

 英文字 1 字（Design の頭文字 D）と、6 つのアラビア数字から成

る。 
 アラビア数字は、公告の通し番号である。 

2.意匠の名称 
3.意匠権者 
4.創作者 
5.意匠権の存続期間 
6.発行日 

 

登録証が紛失、遺失又は破損した場合、意匠権者は理由を記載した書面を

もって、再発行又は書換えを請求しなければならない。  

登録手続費用 

  

登録料 NT$1,000 

1 年目の年金 NT$800 

公告延期の請求 無料 
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